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第32回パネルディスカッション
　以下は、岡山大学において、令和元年11月９日に開催したシンポジウム「行政不服審査制度の運用
について」のパネルディスカッションの記録である。（岡山行政法実務研究会事務局　苗加和香）
※以下の文中におけるシンポジウムの登壇者は次の通りである（発言順、敬称略、肩書は当時。なお、
会場からの質問者については文中に掲載。）。
南川＝南川和宣（岡山大学大学院法務研究科教授、コーディネーター）
澤　＝澤俊晴（山陽学園大学地域マネジメント学部准教授）
古田＝古田隆（神戸市保健福祉局監査指導担当部長）
南川　それでは時間になりましたので、パネルディスカッションを始めさせていただきます。それで
は、まず私から質問させていただきます。古田部長のご報告の一番最後の部分ですけれども、立
法論として、大臣の裁決について、大臣が請求認容裁決をして処分を取り消した場合、最後の二
行ですけれども、原処分庁が請求認容裁決を違法だと、つまり、処分は適法なものだと考える時
は、原処分庁による当該裁決の取消訴訟の提起を認めるべきというご提案がございました。ただ、
行訴法は原処分主義を採用しておりますので、裁決の取消訴訟においては、裁決固有の瑕疵しか
本案では主張できません。そうしますと、仮に、裁決の取消訴訟を認めたとしても、当該訴訟の
中で原処分庁側が本案として主張できるのは、大臣がその口頭意見陳述をちゃんとしなかったと
か、そういう裁決固有の瑕疵しか言えないわけです。そうしますと、ここで書かれている裁決の
取消訴訟は本案の主張として、裁決の前提となっている原処分に違法がないという、そういう主
張までをさせるような訴訟ということですか。
古田　はい。事例のような大臣の裁決の取消しの場合には、裁決固有の瑕疵だけではないという立て
付けにしないとおかしいと思っています。
南川　なるほど、原処分庁側による大臣がした請求認容裁決の取消訴訟制度をつくる際には、併せて、
その場合に限り、原処分主義も修正するような立法的手当を行うことで、原処分庁が、裁決固有
の瑕疵以外にも、原処分の瑕疵がないことを主張できるような制度を創設すべきということですね。
古田　そういうことです。
南川　なるほど。分かりました。有り難うございます。他に何かございますでしょうか。
澤　　すみません。古田部長に教えていただきたいのですが、レジュメの６頁のところで、自治体に
よる共同処理を広島県はやっているわけですけれども、このことについて、政策判断の是非の問
題等を外部の機関に委ねるのはどうなのだということが書かれていまして、裁決まで外部でやる
とは確かにおっしゃるとおりかなと思うのですが、審査会の答申は別に拘束力がないので、そこ
まで厳しく考えなくてもいいのではないかと個人的には思っていたので、そこについてもう少し
詳しく教えていただければというのが一点です。あともう一点、共同処理は、審査請求人にとっ
て不便になるのではないかとされています。例えば、県庁まで行かなくてはいけないじゃないか
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ということがあるのですが、例えば、広島県だと庄原市が審査会を設置した時に、庄原市内に審
査会の審査委員になれる人が本当にいるのかというと、おそらく広島市か福山市から連れて来る
しかないだろうと。また、共同処理の場合も審査会の開催地を庄原にすればいいだけで、結局、
一緒ではないかと思ったので、ご意見があれば伺わせていただければと思います。
古田　最終的な判断をしているわけではないけれども、審査会の結論には事実上の拘束力があり、原
処分が不当であるという審査会の答申をもらいながら請求棄却裁決を書くのは難しいですから、
納得しかねることもあるのではないかと思います。もう一点に関しては、審査会委員に遠方から
来てもらうのは大変だとは思いますが、審査請求人の利便を考えれば、可能な限り各市町村で審
理をした方がいいのではないかと思います。
澤　　すみません。有り難うございました。二点目の質問は、私の聴き方が悪かったのですが、県の
審査会でやっても、県庁ではなく処分庁の市町村で審査会を開催してくれといわれると行くのは
当然有りだと思っていて、県の審査会の委員が行くのも市が自分で審査会を立ち上げても、結局、
広島市内や福山市内の人を連れて来ないといけないので、審査会の委員が行くことには多分変わ
りはないのだろうなと思っていて、あまりそこは関係ないのかなとちょっと思ったものでござい
ます。最初の方はよく分かりました。有り難うございました。
南川　はい。他に質問はございますでしょうか。今日の澤先生のご報告に関して、岡山県の体制に関
する情報提供ですけれども、岡山県はどういう体制を作るかについて、行政法実務研究会で最初
に行政不服審査法を取り上げシンポジウムを開催した時に、岡山県の総務学事課の課長さんに来
ていただきまして、制度設計のお話しをしていただきまして、そこで、今日、お話しがありまし
たことと同じように、審理員事務局と審査会事務局とそれから裁決庁の事務局についてどのよう
に距離をとるのかというお話しをしていただいたのですが、そこでは共同設置や事務委託の話し
はなかったわけです。そのあと、私が県の不服審査会の事務局に広島県ではこういうことになっ
ているのだけれど、岡山県ではこういう取り組みはアイデアとしてなかったのかという質問をし
たところ、やはりそういうアイデアが検討されたことはなかったという説明だったのです。それ
でいいますと、本日お話しいただいた広島の方では、制度設計の最初期の段階で先ほど、お話し
いただきましたけれども、総務局総務課と業務プロセス改革課に加えて、地域政策局市町行財政
課というところが入っていたという。そこが、一番最初のスタートの時点で違っていたので、こ
ういう話しになっているのだなという風に思いました。それからもう一点、情報提供ですけれど
も、岡山県は情報公開・個人情報保護と一般の行政不服審査は一つの審査会がやっていまして、
名称が岡山県行政不服等審査会ということなのですが、審査会は一つなのですが、実質は情報公
開・個人情報保護と不服審査は別で第一部会が情報公開・個人情報保護を旧来通りのやり方で、
審理員をたてずに、第二部会が生活保護その他の問題について、審理員をたてた上での審査会の
審査を第二部会として行っているということで、統合型なのですが中身としては分離していると
いう状況になっています。以上が、岡山の情報提供でした。他に何かご質問はございますでしょ
うか。
坂本正文（福山市役所総務局総務部総務課主査（統括））　お二人にお伺いしたいのですが、先ず、澤
先生で、私の引用も適切ではないかもしれませんけれども、新行政不服審査法に定める審査体制
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や審理手続があまりにも重厚なものになっている。ここのお話しと、古田部長さんの方で、今回
の仕組みとしては、審理員制度と第三者機関制度のどちらかだけを選択できる制度でもよかった
のではないか。これも澤先生と似たような趣旨のことをいわれているのかなということを受け止
めたのですが、いってみれば審査会、審理員、審査庁というこういう大きな枠組みを三つ見つけ
た上で、答えを出さなくてはいけないということは、かなり複雑な仕組みになっているような気
もするのです。私の感覚からすると、自治体法務で大事なものというのは、先ず最初に問題を起
こさないことであって、色々な相談部門であるとかの充実が先ず必要であろうという思いがあり
ます。そうすると相談部門と審査会、審理庁、審理員でしょうか。こういった四つの部門をどう
設けるのかというのは、小さな自治体にとっては非常に荷が重たいことです。これから先、内部
統制が入ってくる中で、ここら辺も含めて、どのように整理するのかという。頭の中で整理しき
れないのですが、総務省がどうしてここまで自治体に向けて、重い仕組みを作らなければいけな
いのか。一先ず、内部統制の話しは置いておくとして、今いった審査庁、審理員、審査会を設け
たいと思ったのは、どんなところに動機があったとか、何かお考えがございましたでしょうか。
澤　　総務省が何を考えているのかよく分からないのですが、おっしゃるとおり、手続きがいっぱい
あって重厚だと私も説明しています。私の発想としては、小規模自治体というか、そもそも自治
体でどこまでやるのか。審査会でも審理員でもいいのですが、どういった制度にするのかは、そ
れぞれの自治体で決めさせてくれればいいのにというのが大前提としてあります。その中で、法
定受託事務だけは全国統一でやってくれというのであれば、それはそれでいいでしょう。ある程
度、合理性があるのかもしれませんね。だけれども、法定自治事務やましてや法定外自治事務に
ついても、国の方でぐちゃぐちゃいわれるのは、少しおかしいのではないですか。そこは軽装の
手続でやらせてくれ。というのが、いいたかったことです。総務省が何を考えているのかは知り
ません。すみません。
古田　自治体の処分については不服申立制度がないということにはできないので、一定の定めは必要
ですが、国の制度を、国とは規模が違う自治体にも全くそのまま設けなければならないとまでい
えるのかどうか、ということだと思います。審理員事務と審査会事務と審査庁事務と庁内相談は、
同じ担当者が行うのは難しい面がありますので、できれば分けたいところですが、比較的大きな
規模の自治体である神戸市でも完全に分け切れていない。やはり無理があるのではないかなと思
っております。
坂本　有り難うございました。
南川　他に何かご質問ございますでしょうか。
青山深雪（東広島市総務部総務課係長）　初めて来させていただいたのですが、広島県東広島市の青山
と申します。実は、古田部長様にお聞きしたいと思っていた法務監査管理役のことについては先
ほどご説明いただいたので、澤先生にお聞きしたいのですが、教育委員会などの行政委員会につ
いては広島県ではどのようにされているのかをお伺いしたいと思いました。
澤　　はい。有り難うございます。教育委員会、行政委員会については、当然、審理員制度も審査会
制度も適用外ですから、基本、従前通りの事務をやっているという形です。先ほど、いわれた各
部に審理員を置くというのは、古田部長の話しでもありましたけれども、最初から私は無理があ
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るだろうと思っていまして、実は私も最初は審理員の事務を行う課を別に作ることができないか
ということも考えてみたのですが、当然課の新設なんてだめだという話しの中で、審理員候補者
をどこに設置するか、処分庁や審査会事務局の近いところに置くのもおかしいということで、 
ちょっと変わった手法ですが、総務局長直属の職として設置するという手段を取って、審理総括
監というのを設けていると。なので組織図を見ても変な絵にはなるのです。局長の真下に審理総
括監が付いているということになっているのですが、それもやむを得ないという。そんな感じで
大丈夫でしょうか。
青山　行政委員会は、処分した課が実質やっているということになるのでしょうか。
澤　　そうです。そういう風な形になっています。
青山　分かりました。有り難うございました。
南川　他に何かございますでしょうか。
東原良樹（神戸大学大学院法学研究科博士後期課程）　神戸大学大学院法学研究科博士後期課程の 
東原と申します。宜しくお願いします。先ず、澤准教授にお伺いします。広島県の市町行財政課
が平成27年度の初めの段階で水平補完を検討しているとあるのですが、これは市町の方から共同
を設置して欲しいという要望があったということなのかどうかという点について教えてください。
澤　　はい。有り難うございます。市町の方から何らかの要望が出ていたということはないようです。
当時、連携中枢都市圏をやるということで、その流れの中で玉の一つとして出ていたようです。
しかしなかなか難しいので垂直補完で対応すると、つまり小規模な市町村が審理員も置いて審査
庁の事務もやってさらに審査会の事務もやるとなると、審査会と審理員と審査庁の距離をとると
いう制度設計は絶対不可能だというのがあったので、それもあって県で引き受けるとすると審査
会の事務だろうというのが発想としてあったということです。
東原　有り難うございます。あともう一点、お二人にお伺いしたいのですが、古田先生の資料の中で、
不当性審査について言及された箇所があったと思います。違法性審査と不当性審査における連続
性について、一度調べてみたことがありまして、不当性審査っておそらく行政裁量に係る裁量審
査、特に要件裁量や効果裁量の審査において、裁量権の逸脱濫用には至らないが本来はこういう
判断をすべきだったのではないかというのが、実務上では不当判断になるのでしょうか。実務で
は不当性の判断というのは、具体的にはどういうところを審査するのでしょうか。例えば、「で
きる」規定が存在する効果裁量のある場面において、処分の選択肢が複数ある中で、本来、この
処分を発動するべきだったけれども、別の種類の処分を発動した、などでしょうか。実務で具体
的な不当性審査の適用の場面について教えてください。
古田　行政不服審査会の事務局事務も担当していましたが、不当性については、審査会の委員である
行政法の先生や弁護士の先生とも突っ込んだ議論をしておりません。違法という場合、法令の
個々の定めに反しているときだけでなく、裁量権の逸脱や濫用の場合には法令の個々の定めに反
していないときも該当しうるので、そうなると不当はどんな場合なのか。裁判例には不当性の判
断は出てこないので、自分達で見つけていかないといけないのですが、正直、難しいです。当時
四日市市職員であった松村亨さんが、自治実務セミナー2015年２月号に、不当性審査を実効性あ
るものとするためには不当性の基準をあらかじめ明確にしておく必要があるだろうと述べられて
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いるのですが、当不当の判断を定めることができるのであれば、そもそも法令の条文に書いてく
ださいということになるのであって、結局のところは、不当性の判断基準というのは手付かずに
なっているのではないかなという印象を持っています。
澤　　はい。私もほぼ一緒の話で、実際に過去裁決で色々と見ていても、不当性の判断なんてしたも
のは多分ないと思います。現実にできるのかといわれたら、恐らくできないでしょうし、まして、
審理員のところで不当性審査というのは、現実的にできないのではないかというのをすごく思い
ます。例えば、市長なり知事なりの政策的判断に対して、それはおかしい、不当だと言えるのか
と。しかも、先ほど、おっしゃったように何が不当なのかは多分誰にも分からないというか、も
し不当性の判断を使うとしたら違法だとはいえないけれど、この処分なんとかしなくちゃいけな
い。という時に無理やり不当だといって、取消裁決するのかなというぐらいのことしか考えたこ
とがないです。すみません。それぐらいです。
東原　一つ、南川先生にご質問させていただきたいのですが、不当性判断の利点はやはり処分要件の
根拠となる事実認定の適正性の担保の部分なのかなと個人的には思っています。行政訴訟の場面
では、「全くの事実の基礎を欠く」判断であったかどうかや、「重要な事実の基礎を欠く」判断で
あったかどうかが、事実誤認に係る裁量権の逸脱・濫用の司法審査の基準であったかと思います。
改正された行政不服審査制度の下では、職員である審理員であれば、全くの事実の基礎を欠くと
か、重要な事実の基礎を欠く以外の事実誤認も含めて、精緻な事実を認定できる可能性があるの
かなと考えます。そのような事実認定の正確性を担保できるという審理員審査制度の利点が発動
された当該処分の不当性審査の密度向上に寄与することになり得ませんでしょうか。
南川　はい。そういうのもあり得ると思います。理論的な状況でいいますと、元々は裁量というのは、
基本的には自由裁量でしたので、およそ違法か適法かの問題ではなくて、全てが当不当の問題だ
ったわけですけれども、それが裁量権の行使について行き過ぎがあれば裁量の問題も適法か違法
かの問題になるのだと言われ始め、そしてそれが裁量の逸脱濫用法理として確立し、行訴法30条
の規定にもなったわけですけれども、最初期は比例原則違反とか、平等原則違反等とか、その程
度だったわけです。だから、裁量問題については、原則、当不当の問題で比例原則違反や平等原
則違反等が言えるケースだけ、裁量権の逸脱濫用により処分は違法であるとして取り消されると
いうことだったのが、東京高裁の日光太郎杉事件以降、裁量権の行使について、考慮すべき事項
を考慮せず、考慮してはならない事項を考慮してなした処分についても、裁量の行き過ぎで逸脱
濫用だ、違法だと言われ始め、それまで、当不当の問題に過ぎないと思われていた問題のかなり
の部分が、違法か適法かの問題に変わってしまったわけです。したがって、もはや当不当の問題
というのは、非常に限定されているとも言えるわけです。そして、更に最近の最高裁は裁量基準
に着目して、処分庁が裁量基準を作って処分している時は、先ず、裁量基準が合理的かどうかを
審査して、その裁量基準が合理的に適用されているのか、個別事情審査義務違反はないかを見る
というようなことをやっていますので、事件ごとの裁量への審査密度の濃淡の問題はあります
が、裁量の問題については、以前と比べると当不当固有の問題というのがあまり残っていないと
いうような状況になっているように感じております。そのような状況の中で、更に当不当の固有
の領域として何があるのか、不当性固有の審査方法があるのかについては、まだまだ研究が進ん
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でいません。このような状況の中で、東原さんがいわれたような観点から、そこに当不当の固有
の領域というのを見出せる可能性は、十分にあるようにも思えます。その上で、不服申立・審査
会の方は裁判所と同じような裁量審査をしなくても、もともと不当性を理由に取り消すべきとい
えるということでいうと、裁判所の裁量審査とは別の審査方法というのも、将来的には考えられ
るというか、出てきてもいいのではないかなと思っております。感覚的な話しでいうと、例えば、
公務員の懲戒処分について、ある非行に対して、懲戒免職処分だと裁量の逸脱濫用で違法だけれ
ども、停職６か月とした原処分が、これは４か月ぐらいが妥当だから取り消すという時になれば、
やはりそれは違法というよりは、不当というようなイメージです。すなわち、その背景には、懲
戒処分をするに当たっては、色んな要素を本当に考慮しないといけないわけですけれども、その
考慮事項の重みづけ、本日の古田部長の報告にあったように行政として責任を持って考慮事項の
評価をしているわけですけれども、そこまでどれだけ不服申立の審査が入っていけて、６か月と
４か月の処分の差について、ごちゃごちゃいえるのかというそこが問題なので、通常は審査会と
しては、そんなことまではやはり言えないのではないかと思っています。少しまとまっていない
ところですけれども。すみません。
他に何かござませんでしょうか。前回の行政法実務研究会で、不服審査をテーマにした時に 
瀬戸内市の矢吹さんに報告していただいたのですが、今日の報告について、何かご感想、実際に
審理員の経験者として何かございますでしょうか。
矢吹龍直郎（瀬戸内市総務部総務課主任）　瀬戸内市で審理員をやらせていただいている矢吹と申しま
す。一般職の公務員で、主任級の職員でやっているわけなのですが、今日は貴重なお話しをいた
だき有り難うございます。まず一点、澤先生にお伺いしたいことがございまして、広島県では行
政不服審査会と情報公開と個人情報審査会というのは、別々にされているという理解で大丈夫 
だったでしょうか。
澤　　はい。そうです。
矢吹　有り難うございます。先ほど、澤先生、吉田先生のお話の中で、審査会を共同処理することの
是非ということで、少し検討がなされていたかと思うのですけれども、このあたり、行政不服審
査法の方であれば、第一次的審査は審理員が行うというところと、情報公開であれば、第一次的
審査というのは審査会の方が行うというところで、そのあたりで考え方も異なってくるのではな
いかなというところを感想として持ちました。あと、不当性の話しが先ほど、出て参りましたけ
れども、審理員として審理を進めていく中で不当性について判断するというのは出来ないのでは
ないかなと。先ほどもありましたけれども、平等原則違反、比例原則違反という話しで、結局、
突き詰めていけば違法性判断になってしまうというような中で、判断していくしか仕方ないのか
なという風に感想を持っている次第であります。すみません。雑駁なコメントになってしまいま
したけれども、以上でございます。
南川　他に何かご質問はございますでしょうか。矢吹さんに少しお聞きするのですが、岡山県でも広
島県のような体制の方が良かったのでしょうか。どのように思われますか。
矢吹　私も当時、居たので、市町村課がこういったことをやっていたかと思います。そういった話し
はないのかという問い合わせもしたことはありますけれども、ないですということでしたので、
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では、仕方ないよね。という話しではなかったかなと思います。もちろん、瀬戸内市は三万七千
人ほどの都市で、昨年二件、今年二件、と年に数件あるかないかということなのですが、実際、
審査会までいくというのは、昨年一件のみということなので、やはり経験値が足りませんので、
出来れば審査会の審理の濃度や経験値を積む上で、共同設置であるだとか、事務委託とかそう 
いったことの方がいいのかなという風な思いとしてはございます。
南川　あと、瀬戸内市では、改正行審法の施行の準備段階において、審理員について外部弁護士を起
用するとか OB や、どういう職員で体制を組むのかということは、やはり議論はありましたで 
しょうか。
矢吹　議論にはなりましたが、一応、行政不服審査法上は職員から選ぶということですので、私ども
も担当しておりますけれども、総務課から一名、あと課長級、課長補佐級の中から各一名を事案
に応じて選ぶということでさせて頂いております。
南川　有り難うございます。他に何かご質問等ございますでしょうか。
不明　古田部長、澤先生に質問なのですが、広島県行政不服審査会の構成で広島弁護士会の推薦弁護
士２名となっているのですが、神戸市の行政不服審査会委員３名のうち２名の弁護士は、弁護士
会からの推薦ではありません。例えば、知事の対立候補だった弁護士の方が推薦されて入ってき
たら、先ほど不当審査は難しいといいましたが、知事の処分は全て不当だということは可能なの
で、実際、どういう基準で推薦されているのでしょうか。
澤　　はい。有り難うございます。弁護士会の会長等にお願いしに行く時に、女性の比率も上げない
といけないということで、女性一人と男性一人ということなどいろいろ要望はしました。向こう
も推薦する時の基準が色々とあるみたいです。
南川　これはある自治体でも聞いてみたことがありまして、事務局に弁護士委員については、弁護士
会の推薦ですか、と聞いたのですが、やはりそうではなくて個人的に頼んでいるのだというよう
にいっていました。他に何かございますでしょうか。
吉野夏己（岡山大学大学院法務研究科教授・弁護士）　お二人の先生方に伺いたいのですが、行政不服
審査会を担当する色んなレベルの職員の方がいらっしゃると思うのですが、お二方みたいに法務
をずっと続けて来られたような方が居ればいいのですが、今後、やはり職員を養成する必要が出
てくるのではないかと思うのですが、そういった法務担当者の養成ということは考えられている
のでしょうか。それを教えていただきたいと思います。
澤　　はい。有り難うございます。法務担当者の養成というのは、恐らく大規模自治体はどこもそう
だと思うのですが、法務セクションがありますので、大体何回目かの異動で法務セクションに来
て、その中でリクルートされていって、広島県ですと外のポストとしては教育委員会に法務のポ
ストがあって、土木局の部署に法務のポストがあるので、その辺りをぐるっと回って、その中で
養成されていくという流れです。ただ、制度的に別枠の採用があるとか、キッチリとしたルール
があるわけではないのですが、暗黙にそういう色が付いていくという流れでの養成という形には
なっています。養成と言っていいのかどうかは分からないのですが。
古田　指定都市を見てみましても、法務担当部局には、比較的長く在籍したり、一旦外へ出ても戻っ
て来ることが多かったりしますが、そうでない例もありますので、全く法務の経験がない人ばか
「臨床法務研究」第23号
－230－
りが法務事務を担当することもありうるのかなと思います。
南川　はい。有り難うございました。
吉野　三十年前に古田部長と私も神戸市の職員で、私が教育委員会事務局におりまして、古田部長は
当時は法規係で、何軒か訴訟を一緒にした仲間なのです。古田部長は32年ほどずっと法務関連に
おられたということで、30年前の私の経験からすると、神戸市でそんなに長い人というのは極め
て例外なのではないかなという気もしています。30年前と今とでは、随分変わってきていると思
うのですが、やはり法務を扱う担当者の養成も制度的に必要になってきているのではありませんか。
古田　私が当時の法規系に配属された頃には異動希望を聞く制度はまだなくて、異動希望を聞いてい
たとしたら、法規係には異動希望者が多かったのか、いなかったのかわかりませんが、最近は、
結構、法務担当部局への異動希望者がいるようです。神戸市でも、法務を扱う担当者の養成のた
め、条例立案などを行う政策法務研修を実施していますが、政策法務研修で受けていた人が法務
担当部局に異動することもありますので、法務の中核を担うためのこうした研修は必要だと思っ
ております。それから、法律学の試験を受けて採用されている職員もいますが、情報処理、建築、
土木など各種の職種で採用された職員が相当いますが、法務担当部局だけで法務を処理できるわ
けではなく、各現場で法的な事務処理をしなければいけないところからしたら、職員一般に対す
る法務に関する研修も必要になってくると思います。
吉野　有り難うございます。時間がないところ、あと、一点だけ。古田部長のレジュメの９頁ですが、
口頭意見陳述の方法で、準備書面を出すというのも、これもいい方法だなと思ったのですが、あ
と、時間制限というのは無理でしょうか。
古田　裁判所のように、「準備書面陳述ですね。」とだけ言って、陳述したことにすることも可能だと
は思いますが、何分までとあらかじめ時間制限をすることは可能だと思います。
吉野　国税不服審判所が大体２時間ぐらい枠を取って、２時間の間で時間設定をしていて、早く終わ
れば早く終わるのですが、長いときは、２時間ですということで、制限しているように聞いたこ
とがあるので、これも一つかなと思いました。以上です。
南川　情報提供ですけれども、岡山県の実務ですが、審理員審理の場面ではないですけれども、審査
会の口頭意見陳述の場面では、あらかじめ、請求人に、来る前の段階から20分で意見を言って下
さいということで伝えてやっております。他に何かございますでしょうか。
坂本　もう一点だけ教えていただきたいのですが、澤先生に共同処理の話しで、委託型と共同設置型
と広島と鳥取の話しをいただいたと思うのですが、現在のトレンドというか、どんな感じなのか
なと。行政法改正が５年過ぎて、見直しをといわれている中で、自治体もそういう見直しを図っ
ているのかなと。あと、事務委託なのか、共同設置の良し悪しというのは、どういうところにあ
るのか。を教えていただければと思います。
澤　　はい。有り難うございます。トレンドはよく分からないのですが、当時は結局、鳥取と広島だ
けが共同処理でやるという方向でした。一度共同処理でやると決めてしまうと今更、それを止め
ましょうともいえないですし、またどこかの県が例えば新たに共同処理をしようと思っても既に
県内の市町村が審査会をそれぞれ設置しているのでそれを廃止するのは難しいでしょうから、恐
らく、鳥取と広島だけになるのではないかなと。余程のことがない限り固まるのではないかなと
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思います。メリット、デメリットというのは書かせていただいているのですが、広島県では機関
等の共同設置というのは、やったことがないので、どうやるのだというところからで、時間もな
い中で鳥取県方式をやるリスクは高過ぎるというのが一つの判断でした。やはり機関等の共同設
置のデメリットは、それぞれの団体の機関になるので、例えば、Ａという団体の部会が二つあっ
て、うちはこっちの部会でやってくれとか、うちはこっちの部会でやってくれとかいった時に、
誰がどう調整するのだとか、いろいろ難しいということです。事務委託の方のデメリットは、理
論的に建前上は、結局、県の付属機関になってしまうので、そこに市町村が全部任してしまうと
いうのが、先ほどの指摘にもありましたけれども、良いのかという点があります。また、審査庁
としては、答申を事実上拒否できないというところにデメリットは確かにあるのかもしれません。
実態としては、そのデメリットと中小市町村に全部、審査会を作って運営させることのデメリッ
トを比較して、どちらが大きいのかというと、現実にはやはり全部に作らせる方がデメリットが
大きいと考えて、事務委託がいいだろうという発想になりました。
南川　他に何かご質問ございますでしょうか。
不明　共同設置だと、自治体を増やそうとしたら、自然と規約を改正しないといけない。
澤　　鳥取県のことでしょうか。
不明　鳥取県方式は知らないのですが。事務委託だと当事者同士で片が付きますか。
澤　　そうです。機関等の共同設置だと、全部でもう一度、結びなおさないといけないと思います。
南川　他に何かございますでしょうか。
古田　補足ですが、指定都市の中では、熊本市だけが、周辺市町村と行政不服審査会の共同設置をし
ています。
南川　はい。有り難うございました。他に何かございますでしょうか。そうしましたら、そろそろお
時間がまいりました。行政不服審査制度ですけれども、まだまだ問題点があると思います。私は
情報公開審査会なども含めると二十年弱、不服申立の審査会に携わっているのですが、審査請求
人が処分の違法性を的確に主張してきたことは、本当に一度もないぐらいでして、また、弁護士
が代理人として付いている場合でも状況はだいたい同じでして、弁護士といえども、行政法に特
に詳しくなければ処分の違法性についてどのように主張したらよいのか分からないところがあり
ます。したがって、現行の行政不服審査の基本的な構造である弁明書や反論書といった仕組みが
現実とあまりマッチしていないように感じております。それから、審理員ですけれども、色々な
自治体の方からお話しを聞くのですが、やはり優秀な一部の人に仕事が集中するようで、課長さ
ん、課長補佐さんが通常業務に加えて審理員で大変な目にあっているという話もよく聞きます。
このような状況は、やはり改善していかないといけないですし、また審査会についても、本当に
自治体ごとそれぞれです。事務局が強くリーダーシップを発揮して意欲的であって、審査会を出
来るだけ形式的に済ませようとするところもあれば、反対に、事務局が全く頼りなくて、審査会
の委員に任せっぱなしにしてしまうようなところもあって、それぞれ両極端ですけれども、もち
ろん、ちゃんとやっているところもたくさんありますけれども、国が制度を理念的に作って、そ
れで実際に動かすのは各自治体という中で、自治体ごとのデコボコがかなりあるというのが実感
です。今日出されたような様々な問題について、なかなか解決策、特効薬もない状態ですので、
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この実務研究会でこれからも度々テーマとして取り上げて、何とか少しでも良い方向に進むよう
考えていければと思っております。それでは、長くなりましたが、本日の研究会はこれで終わら
せていただきます。どうも有り難うございました。お疲れ様でした。
